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資料－１ 船橋市国民保護協議会条例 

 

船橋市国民保護協議会条例 

平成１８年３月３１日 条例第１号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平 

成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき、船橋市国民保護協議会（以

下「協議会」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、５０人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 （会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

 （部会） 

第５条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもって充てる。 

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者がその職務を代理する。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会

に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料－２ 船橋市国民保護協議会運営要領 

 

船橋市国民保護協議会運営要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、船橋市国民保護協議会条例（平成１８年船橋市条例第１号）第６条の

規定により、船橋市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（会議） 

第２条 委員は、協議会開催の必要があると認めたときは、会長に会議の招集を求める 

ことができる。 

 （委員） 

第３条 委員は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下 

「法」という。）第４０条第４項各号に定められた区分に応じ、別表に定める団体等の職

にある者に対し、市長が委嘱し、または任命する。 

２ 委員（法第４０条第４項第７号及び第８号の規定により任命された委員を除く。）が協

議会の会議に出席できないときは、当該委員と同一の機関又は組織に属する者で、あら

かじめ委員が指名する者にその権限を委任することができる。 

 （部会） 

第４条 部会は、部会長が招集する。 

２ 部会長は、部会を招集するときは、あらかじめ会長にこれを通知しなければならない。 

３ 部会長は、部会の経過及び結果を協議会に報告しなければならない。 

４ 部会の運営に関して必要な事項は別に定める。 

 （事務局） 

第５条 協議会の事務局は、船橋市市長公室危機管理課に置く。 

附 則 

この要領は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成１８年１１月１３日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成３０年１月１日から施行する。 
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資料－３ 船橋市国民保護協議会委員名簿 

平成３０年１月１日現在 

№ 種 別 所     属 職      名 

  会 長 船橋市 市長 

1 1号委員 関東地方整備局千葉国道事務所 所長 

2 1号委員 関東農政局千葉県拠点 地方参事官 

3 2号委員 陸上自衛隊第１空挺団 第１普通科大隊長 

4 3号委員 千葉県葛南地域振興事務所 所長 

5 3号委員 千葉県葛南土木事務所 所長 

6 3号委員 千葉県葛南港湾事務所 所長 

7 3号委員 千葉県水道局船橋水道事務所 所長 

8 3号委員 千葉県船橋警察署 署長 

9 3号委員 千葉県船橋東警察署 署長 

10 4号委員 船橋市 副市長 

11 4号委員 船橋市 副市長 

12 5号委員 船橋市教育委員会 教育長 

13 5号委員 船橋市 消防局長 

14 6号委員 船橋市 建設局長 

15 6号委員 船橋市 健康福祉局長 

16 6号委員 船橋市 市長公室長 

17 6号委員 船橋市 企画財政部長 

18 6号委員 船橋市 総務部長 

19 6号委員 船橋市 都市計画部長 

20 6号委員 船橋市 保健所長 

21 6号委員 船橋市 病院事業管理者 

22 6号委員 船橋市 危機管理監 

23 7号委員 東京電力パワーグリッド株式会社 京葉支社長 

24 7号委員 京葉ガス株式会社 供給企画部災害対策室長 

25 7号委員 東日本電信電話株式会社千葉事業部 千葉西支店長 

26 7号委員 公益社団法人千葉県看護協会 船橋地区部会幹事 

27 7号委員 東日本旅客鉄道株式会社 船橋駅長 

28 7号委員 京成電鉄株式会社 京成船橋駅長 

29 7号委員 東武鉄道株式会社 船橋駅長 

30 7号委員 新京成電鉄株式会社 北習志野駅長 

31 7号委員 東葉高速鉄道株式会社 運輸施設部北習志野駅長 

32 7号委員 日本通運株式会社 船橋支店長 

33 7号委員 千葉県トラック協会 船橋支部長 

34 8号委員 一般社団法人船橋市医師会 会長 

35 8号委員 公益社団法人船橋歯科医師会 会長 

36 8号委員 一般社団法人船橋薬剤師会 会長 

37 8号委員 千葉県柔道整復師会船橋・鎌ヶ谷支部 支部長 

38 8号委員 船橋市赤十字奉仕団 委員長 

39 8号委員 船橋市議会 議長 

40 8号委員 社会福祉法人船橋市社会福祉協議会 会長 

41 8号委員 船橋市自治会連合協議会 会長 

42 8号委員 船橋市消防団 消防団長 

43 8号委員 株式会社ジェイコム千葉 ＹＹ船橋習志野局 取締役 

44 8号委員 船橋建設業協同組合 理事長 
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資料－４ 船橋市国民保護対策本部及び船橋市緊急対処事態対策本部条例 

 

船橋市国民保護対策本部及び船橋市緊急対処事態対策本部条例 

平成１８年３月３１日 条例第２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成

１６年法律第１１２号。以下「法」という。）第３１条及び第１８３条において準用する

法第３１条の規定に基づき、船橋市国民保護対策本部（以下「国民保護対策本部」という。）

及び船橋市緊急対処事態対策本部（以下「緊急対処事態対策本部」という。）に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、国民保護対策本部の事務を総

括する。 

２ 国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、国民保護対策

本部の事務を整理する。 

３ 国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、国民保護対策

本部の事務に従事する。 

４ 国民保護対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことがで

きる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから、市長が任命する。 

 （会議） 

第３条 本部長は、国民保護対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、

必要に応じ、国民保護対策本部の会議（以下「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第２８条第６項の規定により、国の職員その他市の職員以外の者を会議

に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

 （部） 

第４条 本部長は、必要があると認めるときは、国民保護対策本部に部を置くことができ

る。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員をもって充てる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 （現地対策本部） 

第５条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員その

他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者をもっ

て充てる。 

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。 

 （準用） 
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第６条 第２条から前条までの規定は、緊急対処事態対策本部について準用する。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部に関

し必要な事項は、各本部長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料－５ 武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会 

及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令 

 

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の

手続その他の必要な事項を定める省令 

（平成１７年３月２８日総務省令第４４号） 

  （最終改正：平成２７年９月１６日総務省令第７６号） 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６年政令

第２７５号）第２５条第２項及び第２６条第４項（これらの規定を同令第５２条において

準用する場合を含む。）の規定に基づき、武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並

びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令を次のように定める。 

 

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答

の手続その他の必要な事項を定める省令 

 

（安否情報の収集方法） 

第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律

第１１２号。以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において

準用する場合を含む。）の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害に

より負傷した住民については様式第１号を、武力攻撃災害により死亡した住民について

は様式第２号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公共団体の

長が適当と認める方法によることができる。 

（安否情報の報告方法） 

第２条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６

年政令第２７５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条において準用す

る場合を含む。）の総務省令で定める方法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８

３条において準用する場合を含む。）に規定する安否情報を様式第３号により記載した

書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が急迫している場合

その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることが

できる。 

（安否情報の照会方法） 

第３条 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同

じ。）の規定による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条において準用す

る場合を含む。）に規定する事項を様式第４号により記載した書面を総務大臣又は地方

公共団体の長に提出することにより行うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に
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行う必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の地に居住してい

る場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法による

ことができる。 

２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同じ。）

の規定により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏

名及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康

保険の被保険証、外国人登録証明書、行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号

カードその他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否

情報を照会する者が本人であることを確認するに足りるものを提示し、又は提出しなけ

ればならない。ただし、やむを得ない理由により、当該書類を提示し、若しくは提出す

ることができない場合又は前項ただし書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する

者が本人であることを確認するために総務大臣又は地方公共団体の長が適当と認める方

法によることができる。 

３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する

者が本人であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の

長に対し、必要な資料の提出を求めることができる。 

（安否情報の回答方法） 

第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避

難住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか

否かの別その他必要な事項を様式第５号により記載した書面を交付することにより行う

ものとする。ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることができない場

合には、口頭、電話その他の方法によることができる。 

（安否情報の提供） 

第５条 総務大臣は、全ての都道府県知事又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長

が法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の回答を行うことができるようにするため、

法第９４条第２項の規定により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、

都道府県知事及び市町村の長に対し、書面により提供することとする。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第１条 この省令は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１８年３月３１日総務省令第５０号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この省令は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、本則に１条を加える改

正規定及び附則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分については、平成１９

年４月１日から施行する。 
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附 則 （平成２７年９月１６日総務省令第７６号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この省令は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律（以下この条及び次条第１項において「番号利用法」という。）附則第１条第４

号に掲げる規定の施行の日（平成２８年１月１日）から施行する。 

（経過措置） 

第２条  

２ 次に掲げる省令の規定の適用については、住民基本台帳カード（第５条の規定による

改正前の住民基本台帳法施行規則別記様式第２の様式によるものに限る。）は、番号利

用法整備法第２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた旧住民基本台

帳法第３０条の４４第９項の規定によりその効力を失う時までの間は、個人番号カード

とみなす。 

１及び２ 略 

３ 第１１条の規定による改正後の武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方

法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令第３条第２項 
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様式第１号（第１条関係）  

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民） 

 

記入日時（   年  月  日  時  分） 

① 氏 名  

② フリガナ  

③ 出生の年月日    年   月   日 

④ 男女の別    男       女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）    

⑥ 国 籍  日本  その他（     ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 負傷（疾病）の該当    負傷    非該当 

⑨ 負傷又は疾病の状況  

⑩ 現在の居所  

⑪ 連絡先その他の必要情報  

⑫ 親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を回

答する予定ですが、回答を希望しない場合は、○

で囲んで下さい。 

回答を希望しない 

⑬ 知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する予

定ですが、回答を希望しない場合は○で囲んで下

さい。 

回答を希望しない 

⑭ ①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの照

会に対する回答又は公表することについて、同意

するかどうか○で囲んで下さい。 

同意する 

同意しない 

※備考 

（注１）本収集は、国民保護法第 94 条第 1 項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に

十分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第 95 条第 1 項の規定に基づく安否情報の照会

に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の

確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入

力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知人と

は、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

（注３）「③出生年月日」欄は元号表記により記入すること。 

（注４）回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 



10 

 

様式第２号（第１条関係） 

安 否 情 報 収 集 様 式 （ 死 亡 住 民 ） 

 

記入日時（   年  月  日  時  分） 

① 氏 名  

② フリガナ  

③ 出生の年月日      年   月   日 

④ 男女の別      男       女 

⑤ 住所（郵便番号を含む。）  

⑥ 国 籍   日 本  その他（     ） 

⑦ その他個人を識別するための情報  

⑧ 死亡の日時、場所及び状況  

⑨ 遺体が安置されている場所  

⑩ 連絡先その他必要情報  

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照

会に対する回答することへの同意 

    同意する 

    同意しない 

※備考 

（注１）本収集は、国民保護法第 94 条第 1 項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人につい

ては、個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回

答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法第 95 条第 1 項の規定に基づく安否情報の照会に対

する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認

事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、

回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 

（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、

友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 

（注３）「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

（注４）回答情報の限定を希望する場合は、備考欄にご記入願います。 

⑪の同意回答者名  連絡先  

同意回答者住所  続 柄  

（注５）⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。 
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様式第３号（第２条関係） 

安 否 情 報 報 告 書 

報告日時：   年  月  日  時  分 

                                                                       市町村名：             担当者名：       

①氏 名 ②フリガナ 
③出生の 

年月日 

④男女 

の別 
⑤住 所 ⑥国籍 

⑦その他個人を識別 

するための情報 

⑧負傷（疾病） 

の該当 

⑨負傷又は 

疾病の状況 
⑩現在の居所 

⑪連絡先 

その他必要事項 

⑫親族・同居者 

への回答の希望 

⑬知人への

回答の希望 

⑭親族・同居者・知

人以外の者への回

答又は公表の同意 

備  考 

               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               
               

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

   ３ 「⑥国籍」欄は日本国籍を有しない者に限り記入すること。 

   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「⑩現在の居所」欄に「遺体の安置されている場所」を記 

入すること。 

   ５ ⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について「有」又は「無」と記入願います。この場合において、当該希望又は同意について特段の条件がある場合は、当該条件を「備考」欄に 

記入すること。 

11 
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様式第４号（第３条関係） 

安 否 情 報 照 会 書 

                         

   総務大臣                         年  月  日 

（都道府県知事） 殿 

（市町村長） 

               申 請 者 

                  住所（居所）                 

                  氏  名                   

 

 下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第９

５条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。 

 

 照会をする理由 

 （○をつけて下さい。③の場

合、理由を記入願います。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 

② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。 

③ その他 

  （                    ） 

備     考  

被
照
会
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 

氏    名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住    所  

国    籍 

（日本国籍を有しない者に限

る。） 

    日本      その他（       ） 

その他個人を識別する

ための情報 
 

※ 申 請 者 の 確 認  

※ 備      考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。 

   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所 

在地を記入願います。 

   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入願います。 

   ４ ※印の欄には記入しないで下さい。 
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様式第５号（第４条関係） 

安 否 情 報 回 答 書 

                            年  月  日 

           殿 

                          総務大臣 

                          （都道府県知事） 

                          （市町村長） 

 

     年  月  日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答しま

す。 

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負傷

した住民に該当するか否かの別 

 

被

照

会

者 

氏    名  

フ リ ガ ナ   

出生の年月日  

男 女 の 別   

住    所  

国    籍 

（日本国籍を有しない者に限る。） 
    日本    その他（      ） 

その他個人を識別 

するための情報 

 

現在の居所  

負傷又は疾病の状況  

連絡先その他必要情報  

 

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻 

撃災害により死亡又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は

「非該当」と記入すること。 

   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と 

記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安

置されている場所」を記入すること。 

   ５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 
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資料－６ 火災・災害等即報要領 

 

火災・災害等即報要領 

 

（昭和５９年１０月１５日消防災第２６７号消防庁長官） 

（最終改正：平成２９年２月７日消防応第１１号） 

第１ 総則 

１ 趣旨 

   この要領は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第４０条の規定に基づき消防庁長官が求める消

防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法を定めるものとする。 

 

（参考） 

消防組織法第４０条 

 消防庁長官は、都道府県又は市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法により消防統

計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 

 

 

  ２ 火災・災害等の定義 

   「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火災報告取扱要

領（平成6年4月21日付け消防災第100号）」、「災害報告取扱要領（昭和45年4月10日付け消防防第24

6号）」、「救急事故等報告要領(平成6年10月17日付け消防救第158号)」の定めるところによる。 

 

  ３ 報告手続 

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。）が発生した場

合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を処理する一部事務

組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組合又は広域連合を含む。以下第１か

ら第３までにおいて同じ。）は、火災等に関する即報を都道府県を通じて行うものとする。 

    ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地域の属する

市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救助活動、事故の処理等）

を行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主として応急措置を行った市町村又はこれ

らの火災等があったことについて報告を受けた市町村が都道府県を通じて行うものとする。   

(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合（災害が発生するおそれが著しく大きい場合

を含む。以下同じ。）には、当該災害が発生し、又はそのおそれがある地域の属する市町村は、災

害に関する即報について都道府県に報告をするものとする。 

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村からの報

告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について消防庁に報告をするも

のとする。 

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第１報を都道

府県に加え、消防庁に対しても報告をするものとする。この場合において、消防庁長官から要請が

あった場合については、市町村は、第１報後の報告を引き続き消防庁に対しても行うものとする。 

(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を最優先として可能な限り早く（原

則として、覚知後３０分以内）、分かる範囲でその第１報の報告をするものとし、以後、各即報様

式に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告をするものとする。都道府県は、市町

村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村からの報告を待たずし

て情報を入手したときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとする。 
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  ４ 報告方法及び様式 

    火災・災害等の即報に当たっては、原則として(1)の区分に応じた様式に記載し、ファクシミリ等

により報告をするものとする。 

    ただし、消防機関等への通報が殺到した場合又はファクシミリ等が使用不能な場合で当該方法に

よる報告ができない場合には、迅速性を最優先とし、電話等通信可能な方法による報告に代えるこ

とができるものとする。 

また、第１報以後の報告については、各様式で報告が求められている項目が記載された既存資料

（地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資料など）による報告に代

えることができるものとする。 

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)により被害状況等の画像情報の送信

を行うものとする。 

(1) 様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

         火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

         特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、原子力災

害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

         なお、火災（特定の事故を除く。）については第１号様式、特定の事故については第２号様式

により報告をすること。 

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・・第３号様式 

          救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対象とする。な

お、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等については、第３

号様式による報告を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められたものにつ

いては、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

          災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア 火災等即報、

イ 救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められた

ものについては、この限りではない。 

(2) 画像情報の送信 

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共団体（応援団

体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したときは、高所監視カメ

ラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用いて速やかに被害状況等の画像情報を

送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等 

ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高い火災・災害等（テレビのニュース速

報のテロップ又はテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニュースにて報道される火災・災害等

をいう。以下同じ。） 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

 

５ 報告に際しての留意事項 

(1) 都道府県又は市町村は、「第２ 即報基準」又は「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害

等か判断に迷う場合には、できる限り広く報告をするものとする。 

(2) 都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難な火災・災害

等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収集に特に配意し、迅速

な報告に努めるものとする。 

      また、都道府県は、通信手段の途絶等が発生し、区域内の市町村が報告を行うことが十分にでき
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ないと判断する場合等にあっては、調査のための職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段

の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の把握に努めるものとする。 

(3) 都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等関係機関と密接な連携を

保つものとする。 

      特に、人的被害の数（死者・行方不明者）については、都道府県が一元的に集約、調整を行うも

のとする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数について積極的に収集し、

当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ちに消防庁へ報告

をするものとする。 

(4) 市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防庁に変更する

ものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府県に報告をす

るものとする。 

(5) 上記(1)から(4)にかかわらず、災害等により消防機関への通報が殺到した場合には、市町村はそ

の状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。 

 

 

第２ 即報基準 

      火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれがある場合

を含む。）等について報告をすること。 

ア  死者が３人以上生じたもの 

イ  死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

     次の火災及び事故については、上記(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項

に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。 

ア 火災 

（ア） 建物火災 

a  特定防火対象物で死者の発生した火災 

b  高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利用者等が避

難したもの 

c  大使館・領事館及び国指定重要文化財の火災 

d  特定違反対象物の火災 

e  建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

f  他の建築物への延焼が１０棟以上又は気象状況等から勘案して概ね１０棟以上になる見込

みの火災 

g  損害額１億円以上と推定される火災 

（イ）林野火災 

a 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

b 空中消火を要請又は実施したもの 

c 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

（ウ）交通機関の火災 

a 航空機火災 

b タンカー火災 

c 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

d トンネル内車両火災 



17 

 

e 列車火災 

（エ）その他 

       以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

（例示） 

 ・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

（ア）危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又

は爆発事故 

（イ）危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

（ウ）特定事業所内の火災（（ア）以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

       危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯蔵し、

又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石油コンビナート等

特別防災区域内の事故を除く。） 

（ア）死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

（イ）負傷者が５名以上発生したもの 

（ウ）周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害を及ぼした

もの 

（エ）５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

（オ）海上、河川への危険物等流出事故 

（カ）高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う火災・危険物等の漏えい事故 

エ  原子力災害等 

（ア）原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏えいがあ

ったもの 

（イ）放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中に事故

が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

（ウ）原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第１０条の規定により、原子力事業者

から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあったもの 

（エ）放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏えいがあ

ったもの 

オ その他特定の事故 

       可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認められる

もの 

カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に大きく取り上げられ

る等社会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

２ 救急・救助事故即報 

    救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）について報

告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 
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(5) 消防防災ヘリコプター、消防用自動車等に係る重大事故 

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7) に該当しない救急・救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げられる等

社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点での報告を含む。） 

      （例示） 

      ・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

      ・ バスの転落による救急・救助事故 

      ・ ハイジャックによる救急・救助事故 

     ・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発生した救急･

救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域において同様の事 

案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき救急･救助事故 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

   武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

(1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号。以下「国

民保護法」という。）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直接又は間接に生

ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

(2) 国民保護法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力攻撃に準ず

る攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人

的又は物的災害 

 

４ 災害即報 

    災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）について報

告をすること。 

(1) 一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので一の都道府県における被害は軽微であっても、全国的

に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法第１３条の２に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表されたもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(2) 個別基準 

  次の災害については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める個別基

準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告をすること。 

ア 地震 

（ア）当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

イ 津波 

     (ア) 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

(イ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

（ア）崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ）洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じたも        

の 
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（ウ）強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

（ア）積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ）積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

（ア）噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

（イ）火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に大きく取り上げられる等社

会的影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

 

第３ 直接即報基準 

      市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当するおそれがあ

る場合を含む。）については、直接消防庁に報告をするものとする。 

１ 火災等即報 

(1) 交通機関の火災 

第２の１の（2）のアの（ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

第２の１の（2）のイの（ア）、（イ）に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故((2)の石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア 第２の１の(2)のウの（ア）、（イ）に同じ 

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は周辺で、

５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するもの 

（ア）海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

（イ）５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ  市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、

道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ  市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

  (4) 原子力災害等 

第２の１の（2）のエに同じ。 

  (5) ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

  (6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの（武 

力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

 

２ 救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

(2) バスの転落等による救急・救助事故 

(3) ハイジャックによる救急・救助事故 

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

(5) その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

 ３ 武力攻撃災害等即報 

   第２の３の(1)、(2)に同じ。 
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 ４ 災害即報 

  (1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わない。） 

  (2) 第２の４の(2)のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 

 

 

第４ 記入要領 

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞれの報告要

領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）の定めるところによ

る。 

 

＜火災等即報＞ 

１ 第１号様式（火災） 

(1) 火災種別 

「火災種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 消防活動状況 

      当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請及び消防機関

による応援活動の状況についても記入すること。 

(3) 救急・救助活動状況 

       報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入すること（消

防機関等による応援活動の状況を含む。）。 

(4) 災害対策本部等の設置状況 

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を

設置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 

       次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入すること。 

ア 死者３人以上生じた火災  

（ア）死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

a   建物等の用途、構造及び周囲の状況 

b  建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状況並びに予

防査察の経過 

（イ）火災の状況 

a  発見及び通報の状況 

b  避難の状況 

イ  建物火災で個別基準のe、f又はgのいずれかに該当する火災 

（ア）発見及び通報の状況 

（イ）延焼拡大の理由 

a 消防事情 

b 都市構成 

c 気象条件 

d その他 

（ウ）焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

（エ）り災者の避難保護の状況 

（オ）都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。） 

ウ  林野火災 

（ア）火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

         ※ 必要に応じて図面を添付する。 

（イ）林野の植生 
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（ウ）自衛隊の派遣要請、出動状況 

（エ）空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

エ 交通機関の火災 

（ア）車両、船舶、航空機等の概要 

（イ）焼損状況、焼損程度 
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第１号様式（火災）                                第      報 
 

 
 
 
 
           消防庁受信者氏名        
 
※ 特定の事故を除く。 

報告日時   年  月  日   時   分 

都道府県  

市 町 村 
(消防本部名) 

 

報告者名  

 
 

火 災 種 別  １ 建物 ２ 林野 ３ 車両 ４ 船舶 ５ 航空機 ６ その他 

出 火 場 所   

出 火 日 時  

（覚知日時） 

   月  日  時  分 

(    月  日  時  分) 

(鎮圧日時) 

鎮 火 日 時  

(    月  日  時  分) 

   月  日  時  分 

火元の業態・ 

用    途 

 事 業 所 名  

(代表者氏名) 

 

出 火 箇 所   出 火 原 因   

死 傷 者  

死者(性別・年齢)         人 

 

 

負傷者 重 症           人 

        中等症           人 

        軽 症           人 

死者の生じた 

 

理    由 

 

建物の概要  
構造 

階層 

建築面積               ㎡ 

延べ面積               ㎡ 

焼 損 程 度  
焼損 

棟数 

全 焼  棟 

半 焼    棟 

部分焼    棟   

ぼ や    棟 

焼 損 面 積  

建物焼損床面積        ㎡ 

建物焼損表面積        ㎡ 

林野焼損面積         hａ 

り災世帯数  世帯 気 象 状 況   

 

消防活動状況 

消防本部(署)              台              人 

消 防 団              台              人 

その他 （消防防災ヘリコプター等）     台・機               人 

救急・救助  

活 動 状 況  
 

災害対策本部 

等の設置状況 

 

その他参考事項 

 

(注) 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範
囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨(「未確
認」等）を記入して報告すれば足りること。) 

計  棟 
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２ 第２号様式（特定の事故） 

(1) 事故名（表頭）及び事故種別 

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 事業所名 

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記入すること。 

(3) 特別防災区域 

     発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和50年法律第84号。以下この項において「法」

という。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、当該地区名を記入するこ

と。また、法第２条第４号に規定する第一種事業所にあっては、「レイアウト第一種」、「第一

種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二種事業所は「第二種」を、その他の事業所は「そ

の他」を○で囲むこと。 

(4) 覚知日時及び発見日時 

      「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者が当該事故を

発見した日時を記入すること。 

(5) 物質の区分及び物質名 

     事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学名を記入する

こと。なお、当該物質が消防法（昭和23年法律第186号）で定める危険物である場合には、危険

物の類別及び品名について記入すること。 

(6) 施設の区分 

     欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(7) 施設の概要 

      「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のように記入すること。

なお、当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分（製造所等の別）についても 

記入すること。 

(8) 事故の概要 

     事故発生に至る経緯、態様、被害の状況等を記入すること。 

(9) 消防防災活動状況及び救急救助活動状況 

      防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の応急対策の状

況を記入すること。また、他の消防機関等への応援要請及び消防機関等による応援活動の状況に

ついても記入すること。 

(10) 災害対策本部等の設置状況 

       当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部

等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。 

(11) その他参考事項 

       以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。 

          （例） 

           ・  自衛隊の派遣要請、出動状況 

(12) 原子力災害等の場合 

ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」に読み替え

ること。 

イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、「汚染

者」に区分して記入すること。 

ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状況を記入す

るとともに、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が定められている場合に

は、当該通報の内容を併せて報告すること。 
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第２号様式（特定の事故）                                                       

                                     第      報 
 

         1 石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等特別防災区域内の事故 

   2 危 2 危険物等に係る事故 

         3 原子力施設等に係る事故 

         4 その他特定の事故 

 

消防庁受信者氏名        

 

              消防庁受信者氏名        

報告日時   年  月  日   時   分 

都道府県  

市 町 村 
(消防本部名) 

 

報告者名  

 
 
 

事 故 種 別 １ 火災 ２ 爆発 ３ 漏えい ４ その他（    ） 

発 生 場 所  

事 業 所 名 
 

特別防災区域 
  レイアウト第一種、第一種、 

  第二種、その他 

発 生 日 時 

（覚知日時） 

 

   月  日  時  分 

(    月  日  時  分) 

発 見 日 時    月  日  時  分 

鎮 火 日 時

(処理完了) 

   月  日  時  分 

(  月  日  時  分) 

消防覚知方法  気 象 状 況  

物 質 の 区 分 
1 危険物 2 指定可燃物 3 高圧ガス 4 可燃性ガス 

5 毒劇物 6 ＲＩ等   7 その他(      ) 
物質名 

 

施 設 の 区 分 1 危険物施設 2 高危混在施設 3 高圧ガス施設 4 その他(      ) 

施 設 の 概 要  
危 険 物 施 設

の  区  分 
 

事 故 の 概 要  

 

死 傷 者 

死者(性別・年齢)         人 負傷者等               人(    人) 

      重 症           人(    人) 

      中等症           人(    人) 

      軽 症           人(    人) 

 

消 防 防 災 

 

活 動 状 況 

 

及 び 

 

救 急 ・ 救 助 

 

活 動 状 況 

警戒区域の設定 月 日 時 分 

使用停止命令  月 日 時 分 

出 場 機 関 出 場 人 員 出 場 資 機 材 

事 

業 

所 

自衛防災組織         人  

共同防災組織         人  

そ  の  他         人  

消 防 本 部 ( 署 ) 
台                                                       

  人 
 

消 防 団        台 

      人 
 

消防防災ヘリコプタ― 
      機 

      人 

 

海 上 保 安 庁         人  

自 衛 隊         人  

そ の 他         人  

災害対策本部 

等の設置状況 
 

その他参考事項 

 
 
(注) 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範

囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨(「未確
認」等）を記入して報告すれば足りること。) 

 

事故名 
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＜救急・救助事故・武力攻撃災害等即報＞ 

３ 第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等） 

(1) 事故災害種別 

「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 事故等の概要                                                           

「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。   

(3) 死傷者等                                                             

ア 「負傷者等」には、急病人等を含む。                                 

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。               

(4) 救助活動の要否                                                       

救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。           

(5) 要救護者数（見込）                                                   

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者を含む。）で、未だ救助さ

れていない者の数を記入すること。                   

また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。 

(6) 消防・救急・救助活動状況                                                 

出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所属消防本部名、

隊の数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状況等活動の状況について記入

すること。                                   

(7) 災害対策本部等の設置状況                                             

         当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等

を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。                   

(8) その他参考事項                                                       

         以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。 

         （例）                                                               

       ・ 都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

・ 避難指示（緊急）・避難勧告の発令状況 

・ 避難所の設置状況 

・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 

・ ＮＢＣ検知結果（剤の種類、濃度等） 

・ 被害の要因（人為的なもの） 

不審物（爆発物）の有無 

立てこもりの状況（爆弾、銃器、人物等） 
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第３号様式（救急・救助事故・武力攻撃災害等）                                    

                                     第      報 
 

 

 
 
 
 
 

           

       消防庁受信者氏名        

報告日時   年  月  日   時   分 

都道府県  

市 町 村 
(消防本部名) 

 

報告者名  
 
 

事故災害種別 １ 救急事故 ２ 救助事故 ３ 武力攻撃災害 ４ 緊急対処事態における災害 

発 生 場 所   

発 生 日 時  

（覚知日時） 

月  日  時  分 

(    月  日  時  分) 
覚 知 方 法  

 

事故等の概要 

 

死 傷 者 

死者(性別・年齢) 

 

                計       人 

負傷者等               人(    人) 

      重 症           人(    人) 

      中等症           人(    人) 

      軽 症           人(    人) 
不明                    人 

救 助 活 動  

 

の 要 否  

 

要救護者数  

（見込） 

 救 助 人 員  

 

 

消防・救急・救

助 活 動 状 況 

 

災害対策本部 

等の設置状況 

 

その他参考事項 

 
(注) 負傷者等欄の（  ）書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。 
(注) 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分かる範

囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨(「未確
認」等）を記入して報告すれば足りること。) 
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＜災害即報＞  

４ 第４号様式 

(1) 第４号様式（その１）（災害概況即報）                                   

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合や災害の当初の段階で被害状

況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第１報で、死傷者の有無、火災、津波の発

生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。                                 

ア 災害の概況                                                         

（ア）発生場所、発生日時                                               

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。   

（イ）災害種別概況                                                     

a 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、土石流 

等の概況                                       

b 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況     

c  雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況           

d  火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況     

e  その他これらに類する災害の概況                               

イ 被害の状況                                                         

   当該災害により生じた被害の状況について、判明している人的被害及び住家の被害に重点

を置いて記入すること。 

１１９番通報の件数を記入する欄については、第３ 直接即報基準に該当する災害におい

て、市町村から消防庁に直接報告をする際に記入すること。 

なお、１１９番通報件数については、災害対応の初動段階において、災害の規模を推察

する上で重要な情報となるため、集計が困難な場合は、入電の多寡について可能な限り報

告をすること。    

ウ 応急対策の状況                                                     

(ア) 当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等（以下「災害対

策本部等」という。）を設置した場合にはその設置及び廃止の日時を記入すること。 

なお、複数の市町村で災害対策本部等を設置するなど、当該欄に記入できない場合には、 

任意の様式を用いて報告をすること。 

また、庁舎被害等の発生に起因して、予定された場所以外に災害対策本部等が設置され

るなど特記すべき事象がある場合は、その旨を併せて記入すること。 

(イ) 消防機関等の活動状況については、地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消

防組織法第39条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等をわかる範

囲で記入すること。 

(ウ) 自衛隊の災害派遣要請を行った場合には、その日時及び内容を記入すること。 

(エ) その他都道府県又は市町村が講じた応急対策については、避難所の設置状況、他の地方

公共団体への応援要請等について記入すること。 

また、大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表された場合などにおいては、警報

の伝達、避難勧告等の発令状況等の警戒・避難対策について記入すること。なお、避難勧

告等の発令状況については、第４号様式（その１）別紙を用いて報告すること。 
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第４号様式（その１）                                                          
 

      （災害概況即報） 

 

 

 

 

           消防庁受信者氏名        

報告日時   年  月  日   時   分 

都道府県  

市 町 村 
(消防本部名) 

 

報告者名  

 

災害名          (第  報) 
 
災 

害 

の 

概 

況 

発生場所  発生日時     月  日  時  分 

 

被 

害 

の 

状 

況 

 

人的 

被害 

死者  人 重症  人 

住家 

被害 

全壊       棟 床上浸水  棟 

半壊   棟 床下浸水  棟 

不明  人 軽傷  人 
一部破損     棟 未分類  棟 

119番通報の件数 

             

応

急

対

策

の

状

況 

災害対策本部等 

の 設 置 状 況 

(都道府県) (市町村) 

消 防 機 関 等 

の活 動 状 況 

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第39条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状

況等をわかる範囲で記入すること。） 

自 衛 隊 派 遣 
要 請 の 状 況  

その他都道府県又は市町村が講じた応急対策 

 

(注) 第１報については、迅速性を最優先とし可能な限り早く（原則として、覚知後30分以内）分か

る範囲で記載して報告すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨

(「未確認」等）を記入して報告すれば足りること。) 

(注） 住家被害のうち、その程度が未確定のものについては、「未分類」の欄に計上すること。
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第４号様式（その１）別紙 
都道府県名   （          ） 

 
（避難勧告の発令状況） 

市町村名 
避難指示（緊急） 発令日時 避難勧告 発令日時 避難準備・高齢者等避難開始 発令日時 

対象世帯数（※） 対象人数（※） 解除日時 対象世帯数（※） 対象人数（※） 解除日時 対象世帯数（※） 対象人数（※） 解除日時 

           

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

          

   

※ 対象世帯数等を確認中の場合は、空欄にせず「確認中」と記載すること。

29 
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(2) 第４号様式（その２）（被害状況即報） 

  管内の被害状況や避難に関する状況等を把握できる段階に至った場合、本様式を用い

ること。 

ア 各被害欄                                                           

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額につ

いては、省略することができる。                             

       なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点に

おける断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。                   

イ 災害対策本部等の設置状況                                           

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対

策本部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時について記入すること。               

ウ 災害救助法適用市町村名                                             

市町村毎に、適用日時を記入すること。                               

エ 災害の概況                                                             

       災害の概況欄には次の事項を記入すること。                                 

     （ア）災害の発生場所                                                   

          被害を生じた市町村名又は地域名                                   

     （イ）災害の発生日時                                                   

        被害を生じた日時又は期間                                         

     （ウ）災害の種類、概況                                                 

        台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し

等  

     オ 応急対策の状況 

消防機関等の活動状況について記入するとともに、自衛隊の災害派遣要請を行った場

合にはその日時及び内容を記入すること。 

また、その他の欄については、避難所の設置状況、災害ボランティアの活動状況等を

記入すること。 
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第４号様式（その２）

（被害状況即報）

被　　　　害 被　　　　害

流 失 ・ 埋 没 ha 千円

冠 水 ha 千円

流 失 ・ 埋 没 ha 千円

冠 水 ha 千円

箇

所
千円

箇

所
団体

箇

所
千円

被　　　　害
箇

所
千円

人
箇

所
千円

人
箇

所
千円

重 傷 人
箇

所
千円

軽 傷 人
箇

所

棟
箇

所

世

帯

箇

所
千円

人 隻 千円 １１９番通報件数 件

棟 戸

世

帯

回

線

人 戸

棟 戸

世

帯

箇

所

人

棟

世

帯

人

棟
世

帯

世

帯
人

人      件 その他

棟 件

棟 件

※１　被害額は省略することができるものとする。

※２　１１９番通報の件数は、10件単位で、例えば約10件、30件、50件(50件を超える場合は多数)と記入すること。

都

道

府

県

市

町

村
公 共 施 設 被 害 市 町 村 数

農 業 被 害

林 業 被 害

畜 産 被 害

自衛隊の災害派遣

等

　

の

　

設

　

置

　

状

　

況

災

　

害

　

対

　

策

　

本

　

部

火

災

発

生

水 産 被 害

商 工 被 害

区　　　　　　　　分

公 立 文 教 施 設

農 林 水 産 業 施 設

公 共 土 木 施 設

そ の 他

被 害 総 額

そ の 他 の 公 共 施 設

都 道 府 県

住

　

　

　

家

　

　

　

被

　

　

　

害

全 壊

報 告 者 名

区　　　　　　　　分

一 部 破 損

床 上 浸 水

床 下 浸 水

畑

区　　　　　　　　分

そ

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

の

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

他

文 教 施 設

病 院

道 路

橋 り ょ う

河 川

港 湾

砂 防
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崖 く ず れ
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ガ ス

被 害 船 舶

水 道

電 話

電 気

負

傷

者

人

的

被

害

死 者

行 方 不 明 者

非

住

家

公 共 建 物

そ の 他

半 壊

災 害 名

・

報 告 番 号

災　害　名

第　　　　　　　　　報

　　　　　　　（　　　　月　　　日　　　時現在） 小 計

そ

　

　

　

の

　

　

　

他

消

防

機

関

等

の

活

動

状

況

ブ ロ ッ ク 塀 等

田

（地元消防本部、消防団、消防防災ヘリコプター、消防組織法第３９条に基づく応援消防本部等について、その出動規模、活動状況等を記入すること。）　

応

　

急

　

対
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況

適

用

市

町

村

名

災

害

救

助

法

　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体

り 災 世 帯 数

り 災 者 数

建 物

危 険 物

そ の 他

災

害

の

概

況

3
1
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資料－７ 赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン 
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資料－８ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び

方法の基準 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準 

 

（平成２５年１０月１日内閣府告示第２２９号） 

         （最終改正：平成２８年３月３１日内閣府告示第１１３号） 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令(平成十六年政令第二百

七十五号)第十条第一項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関す

る法律による救援の程度及び方法の基準を次のように定め、平成二十五年十月一日から適用する。 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準 

 

(救援の程度及び方法) 

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令(平成十六年政令

第二百七十五号。以下「令」という。)第十条第一項(令第五十二条において準用する場合を含

む。)の規定による救援の程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律(平成十六年法律第百十二号。以下「法」という。)第七十五条第一項各号及

び令第九条各号に掲げる救援の種類ごとに、次条から第十三条までに定めるところによる。 

2 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、内閣総理大臣が特別の基準(次項

において「特別基準」という。)を定める。 

3 救援を実施する都道府県知事(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十

九第一項の指定都市においては、その長)は、第一項の基準によっては救援の適切な実施が困難

な場合には、内閣総理大臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出ることができる。 

(収容施設の供与) 

第二条 法第七十五条第一項第一号の収容施設(応急仮設住宅を含む。)の供与は、次の各号に掲

げる施設ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一 避難所 

イ 避難住民(法第五十二条第三項に規定する避難住民をいう。)又は武力攻撃災害(法第二条

第四項に規定する武力攻撃災害を言う。以下同じ。)により現に被害を受け、若しくは受け

るおそれのある者(以下「避難住民等」という。)を収容するものであること。 

ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な建物を
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利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営により実施するこ

と。 

ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用謝金、

器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費は、一人一日当

たり三百二十円(冬季(十月から三月までの期間をいう。以下同じ。)については、別に定め

る額を加算した額)の範囲内とすること。ただし、福祉避難所(高齢者、障害者等(以下「高

齢者等」という。)であって避難所での生活において特別な配慮を必要とするものを収容す

る避難所をいう。)を設置した場合は、当該地域において当該特別な配慮のために必要な通

常の実費を加算することができること。 

ニ 収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期避難住

宅を設置し、これに収容することができることとし、一戸当たりの規模及び避難住民等の

収容のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

(1) 一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のための費用は

二百六十六万円以内とすること。 

(2) 長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、器物の

使用謝金、借上費又は購入費並びに光熱水費は、一人一日当たり三百二十円(冬季につい

ては、別に定める額を加算した額)の範囲内とすること。 

ホ 長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場合は、

居住者の集会等に利用するための施設を設置できることとし、一施設当たりの規模及びそ

の設置のため支出できる費用は、別に定めるところによること。 

ヘ 老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日常の生

活上特別な配慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設置できること。 

ト 長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、これら

に収容することができること。 

チ 法第八十九条第三項の規定により準用される建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)

第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並びに景観法(平成十六年法律第百十号)第七十

七条第一項、第三項及び第四項並びに法第百三十一条の規定により準用される特定非常災

害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律(平成八年法律第八十

五号)第二条、第八条及び第九条の規定は、長期避難住宅について適用があるものとする。 

二 応急仮設住宅 

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなくな

った後、武力攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がない者であっ

て、自らの資力では住家を得ることができないものを収容するものであること。 
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ロ 一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のための費用は、

二百六十六万円以内とすること。 

ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。 

 (炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給) 

第三条 法第七十五条第一項第二号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給は、次

の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一 炊き出しその他による食品の給与 

イ 避難所(長期避難住宅を含む。以下同じ。)に収容された者、武力攻撃災害により住家に

被害を受けて炊事のできない者及び避難の指示(法第五十四条第二項に規定する避難の指

示をいう。以下同じ。)に基づき又は武力攻撃災害により住家に被害を受け避難する必要の

ある者に対して行うものであること。 

ロ 被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。 

ハ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食及び燃

料等の経費として一人一日当たり千百十円以内とすること。 

二 飲料水の供給 

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができない者に

対して行うものであること。 

ロ 飲料水の供給を実施するために支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水に

必要な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用とし、当該地

域における通常の実費とすること。 

 (被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与) 

第四条 法第七十五条第一項第三号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与(以下「生活必

需品の給与等」という。)は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他生活必

需品を喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うものであること。 

二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

イ 被服、寝具及び身の回り品 

ロ 日用品 

ハ 炊事用具及び食器 

ニ 光熱材料 

三 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により一世帯当たり次に

掲げる額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季(四月から九月までの期間

をいう。以下同じ。)及び冬季とし、生活必需品の給与等を行う日をもって決定すること。 
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季別 一人世帯

の額 

二人世帯

の額 

三人世帯

の額 

四人世帯

の額 

五人世帯

の額 

世帯員数が六人以上一人を

増すごとに加算する額 

夏季 一万八千

四百円 

二万三千

七百円 

三万四千

九百円 

四万千八

百円 

五万三千

円 

七千八百円 

冬季 三万四百

円 

三万九千

五百円 

五万五千

円 

六万四千

三百円 

八万九百

円 

一万千百円 

四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継続し

ている場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 

 (医療の提供及び助産) 

第五条 法第七十五条第一項第四号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところにより行

うこととする。 

一 医療の提供 

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、応急的

に処置するものであること。 

ロ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病院若

しくは診療所又は施術所(あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律(昭

和二十二年法律第二百十七号)又は柔道整復師法(昭和四十五年法律第十九号)に規定する

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師又は柔道整復師(以下「施術者」という。)が

その業務を行う場所をいう。以下同じ。)において医療(施術者が行うことができる範囲の

施術を含む)を行うことができること。 

ハ 次の範囲内において行うこと。 

(1) 診療 

(2) 薬剤又は治療材料の支給 

(3) 処置、手術その他の治療及び施術 

(4) 病院又は診療所への収容 

(5) 看護 

ニ 医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料、破

損した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保険の診療

報酬の額以内とし、施術所による場合は協定料金の額以内とすること。 

二 助産 

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行うもの

であること。 

ロ 次の範囲内において行うこと。 
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(1) 分べんの介助 

(2) 分べん前及び分べん後の処置 

(3) 脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

ハ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料の実費とし、助

産師による場合は慣行料金の百分の八十以内の額とすること。 

(被災者の捜索及び救出) 

第六条 法第七十五条第一項第五号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところにより

行うこととする。 

一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、武

力攻撃災害により、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状態にある

者を捜索し、又は救出するものであること。 

二 被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具等の

借上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

(埋葬及び火葬) 

第七条 法第七十五条第一項第六号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行うこと

とする。 

一 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うものであるこ

と。 

二 原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。 

イ 棺(附属品を含む。) 

ロ 埋葬又は火葬(賃金職員等雇上費を含む。) 

ハ 骨つぼ及び骨箱 

三 埋葬のため支出できる費用は、一体当たり大人二十一万四百円以内、小人十六万八千三百

円以内とすること。 

 (電話その他の通信設備の提供) 

第八条 法第七十五条第一項第七号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めるところ

により行うこととする。 

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行うもの

であること。 

二 電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第二条第

一号に規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させることにより行うも

のであること。 

三 電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝金、借
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上費又は購入費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における通常の実費と

すること。 

(武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理) 

第九条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第一号の武力攻撃災害を受けた住宅

の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

一 避難の指示が解除された後若しくは武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなく

なった後、武力攻撃災害により住家が半壊若しくは半焼し、自らの資力では応急修理をする

ことができない者又は大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が

半壊した者に対して行うものであること。 

二 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うものとし、

その修理のために支出できる費用は、一世帯当たり五十七万六千円以内とすること。 

 (学用品の給与) 

第十条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第二号の学用品の給与は、次の各号

に定めるところにより行うこととする。 

一 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学上支障

のある小学校児童(義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部の児童を含む。以下同

じ。)、中学校生徒(義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の

中学部の生徒を含む。以下同じ。)及び高等学校等生徒(高等学校(定時制の課程及び通信制の

課程を含む。)、中等教育学校の後期課程(定時制の課程及び通信制の課程を含む。)、特別支

援学校の高等部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。)に対して

行うものであること。 

二 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

イ 教科書 

ロ 文房具 

ハ 通学用品 

三 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。 

イ 教科書代 

(1) 小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に関する臨時措置法(昭和二十三年法律第

百三十二号)第二条第一項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け

出、又はその承認を受けて使用するものを給与するための実費 

(2) 高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

ロ 文房具費及び通学用品費 

(1) 小学校児童 一人当たり 四千三百円 
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(2) 中学校生徒 一人当たり 四千六百円 

(3) 高等学校等生徒 一人当たり 五千円 

四 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継続し

ている場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができること。 

 (死体の捜索及び処理) 

第十一条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第三号の死体の捜索及び処理は、

次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一 死体の捜索 

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、

武力攻撃災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡してい

ると推定される者に対して行うものであること。 

ロ 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上費又

は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

二 死体の処理 

イ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理(埋葬を除く。)を行うもので

あること。 

ロ 次の範囲内において行うこと。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

(2) 死体の一時保存 

(3) 検案 

ハ 検案は、原則として救護班において行うこと。 

ニ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、一体当たり三千四百円以内とする

こと。 

(2) 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利用する場

合は当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用できない場合は一体

当たり五千三百円以内とすること。この場合において、死体の一時保存にドライアイス

の購入費等の経費が必要であるときは、当該地域における通常の実費を加算することが

できること。 

(3) 救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額以内とす

ること。 

 (武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障

を及ぼしているものの除去) 
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第十二条 法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第四号の武力攻撃災害によって住

居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの(以下「障

害物」という。)の除去は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行う

こととする。 

一 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがなくなった後、

居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運びこまれているため一

時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力をもってしては、当該障害物を除去する

ことができない者に対して行うものであること。 

二 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、

器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、一世帯当たり十三万四千八

百円以内とすること。 

 (救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費) 

第十三条 法第七十五条第一項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援のため

の輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することができる。 

一 救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場合とす

ること。 

イ 飲料水の供給 

ロ 医療の提供及び助産 

ハ 被災者の捜索及び救出 

ニ 死体の捜索及び処理 

ホ 救済用物資の整理配分 

二 救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費とす

ること。 
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資料－９ 避難施設一覧 

 

名称 施設の所在地 
屋内収容

人員(人） 

屋外収容

人員(人） 

船橋小学校 本町４－１７－２０ 2,657 1,542 

湊町小学校 湊町１－１６－５ 2,454 3,637 

南本町小学校 栄町１－７－１ 2,298 6,000 

宮本小学校 宮本７－１０－１ 3,088 1,352 

若松小学校 若松３－２－４ 2,809 5,218 

峰台小学校 宮本６－３３－１ 2,640 2,332 

市場小学校 市場１－５－１ 2,546 7,998 

海神小学校 海神２－６－５ 2,330 1,467 

西海神小学校 海神５－１９－３６ 2,346 1,725 

海神南小学校 海神町南１－１５１０ 2,116 2,151 

葛飾小学校 印内１－２－１ 3,044 3,050 

小栗原小学校 本中山３－１６－１２ 2,521 2,152 

八栄小学校 夏見５－２７－１ 2,184 1,034 

夏見台小学校 夏見台２－１２－１ 2,504 2,294 

高根小学校 高根町２８９５ 3,163 1,230 

高根東小学校 新高根１－１７－１ 2,523 4,828 

金杉小学校 金杉８－１０－１ 2,225 1,021 

三咲小学校 二和東５－３９－１ 2,433 1,605 

二和小学校 二和東１－９－１１ 2,321 642 

八木が谷小学校 八木が谷２－３－１ 2,911 970 

八木が谷北小学校 八木が谷４－１３－１ 2,577 509 

咲が丘小学校 咲が丘１－２２－１ 2,268 1,139 

金杉台小学校 金杉台２－１－７ 2,448 2,211 

法典小学校 藤原５－２－１ 2,855 1,658 

丸山小学校 丸山４－４３－１ 2,462 882 

法典東小学校 丸山５－２５－１ 2,068 1,723 

法典西小学校 上山町１－１１１－５ 2,367 1,566 

塚田小学校 前貝塚町６００ 2,327 2,014 

行田東小学校 行田２－４－１ 2,270 3,027 

行田西小学校 行田３－４－１ 2,279 3,236 

前原小学校 前原西２－２８－１ 2,248 1,659 

中野木小学校 中野木２－１９－１ 2,670 1,194 

二宮小学校 前原東５－９－３ 2,740 2,759 
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名称 施設の所在地 
屋内収容

人員(人） 

屋外収容

人員(人） 

飯山満小学校 飯山満町３－１３９４－３ 2,420 1,070 

飯山満南小学校 飯山満町１－９５４－４ 2,260 1,761 

芝山東小学校 芝山３－１９－１ 2,333 878 

芝山西小学校 芝山２－４－１ 2,018 1,922 

七林小学校 七林町１１５－１３ 2,273 1,267 

薬円台小学校 薬円台４－５－１ 2,764 5,370 

薬円台南小学校 薬円台２－１８－１ 2,605 766 

田喜野井小学校 田喜野井４－３３－１ 2,218 1,358 

三山小学校 三山２－４２－１ 3,186 2,897 

三山東小学校 三山６－３２－１ 2,196 1,369 

高根台第二小学校 高根台５－２－１ 2,062 2,135 

高根台第三小学校 高根台１－４－１ 2,108 1,762 

高郷小学校 西習志野１－４７－１ 2,438 462 

習志野台第一小学校 習志野台２－５１－１ 2,897 1,093 

習志野台第二小学校 習志野台５－４３－１ 3,972 2,899 

古和釜小学校 松が丘３－４２－１ 2,536 825 

坪井小学校 坪井町７４７－１ 2,760 777 

大穴小学校 大穴南２－７－１ 2,784 1,365 

大穴北小学校 大穴北１－７－１ 2,883 694 

豊富小学校 豊富町１ 1,826 5,938 

小室小学校 小室町８９９ 2,661 6,373 

船橋特別支援学校高根台校舎 高根台２－１－１ 1,635 593 

船橋中学校 夏見２－１１－１ 4,633 14,251 

湊中学校 日の出１－１－２ 2,796 4,902 

宮本中学校 東船橋７－８－１ 3,797 2,969 

若松中学校 若松３－２－３ 3,176 6,861 

海神中学校 海神４－２７－１ 3,224 4,435 

葛飾中学校 印内１－５－１ 3,558 3,882 

行田中学校 行田３－６－１ 3,199 4,697 

法田中学校 藤原７－４６－１ 3,360 4,192 

旭中学校 旭町２－２３－１ 3,737 10,877 

御滝中学校 金杉６－５－１ 3,173 4,063 

高根中学校 新高根１－１７－２ 3,229 5,564 
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名称 施設の所在地 
屋内収容

人員(人） 

屋外収容

人員(人） 

八木が谷中学校 八木が谷２－９－１ 4,089 1,795 

金杉台中学校 金杉台１－２－１８ 2,498 3,889 

前原中学校 中野木２－３３－１ 3,142 3,176 

二宮中学校 滝台１－２－１ 3,895 4,832 

飯山満中学校 飯山満町１－９４６－１ 2,667 2,255 

芝山中学校 芝山１－４０－１１ 2,568 1,829 

七林中学校 七林町１３０ 3,474 1,647 

三田中学校 田喜野井２－２４－１ 3,326 3,039 

三山中学校 三山６－２６－１ 2,979 3,035 

高根台中学校 高根台３－３－１ 3,254 2,193 

習志野台中学校 習志野台６－２３－１ 3,948 2,541 

古和釜中学校 松が丘３－６９－１ 3,654 2,084 

坪井中学校 坪井東１－２４－１ 2,872 1,826 

大穴中学校 大穴南３－１９－２ 3,998 1,291 

豊富中学校 豊富町１２ 2,085 4,717 

小室中学校 小室町８９８ 2,360 4,064 

市立船橋高等学校 市場４－５－１ 7,674 7,992 

県立船橋高等学校 東船橋６－１－１ 957 13,018 

県立薬園台高等学校 薬円台５－３４－１ 1,294 7,362 

県立船橋東高等学校 芝山２－１３－１ 913 13,179 

県立船橋啓明高等学校 旭町３３３ 1,124 11,763 

県立船橋芝山高等学校 芝山７－３９－１ 1,400 7,600 

県立船橋二和高等学校 二和西１－３－１ 1,440 13,931 

県立船橋古和釜高等学校 古和釜町５８６ 1,250 9,509 

県立船橋法典高等学校 藤原４－１－１ 1,299 10,200 

県立船橋豊富高等学校 豊富町６５６－８ 1,247 12,794 

県立船橋北高等学校 神保町１３３－１ 1,155 12,341 

県立船橋夏見特別支援学校 夏見台５－６－１ 758 9,185 

県立船橋特別支援学校 上山町３－５０７ 344 1,757 

中央公民館 本町２－２－５ 1,981 0 

東部公民館 前原西２－２１－２１ 632 0 

西部公民館 本中山１－６－６ 847 0 

北部公民館 豊富町４ 536 0 
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名称 施設の所在地 
屋内収容

人員(人） 

屋外収容

人員(人） 

高根台公民館 高根台１－２－５ 694 0 

夏見公民館 夏見２－２９－１ 330 0 

法典公民館 藤原７－３３－７ 523 0 

二和公民館 二和東５－２６－１ 632 0 

三田公民館 田喜野井２－２４－２ 299 0 

海老が作公民館 大穴南３－１９－１ 350 0 

高根公民館 高根町２８８５－３ 361 0 

習志野台公民館 習志野台５－１－１ 404 0 

小室公民館 小室町３３０８ 271 0 

浜町公民館 浜町２－１－１５ 738 0 

八木が谷公民館 八木が谷２－１４－６ 360 0 

飯山満公民館 飯山満町１－９５０－３ 361 0 

丸山公民館 丸山５－１９－６ 361 0 

塚田公民館 前貝塚町６０１－１ 425 0 

宮本公民館 宮本６－１８－１ 575 0 

三咲公民館 三咲３－５－１０ 452 0 

新高根公民館 新高根１－１２－９ 361 0 

葛飾公民館 西船３－６－２５－２０１ 458 0 

薬円台公民館 薬円台５－１８－１ 549 0 

松が丘公民館 松が丘４－３２－２ 548 0 

海神公民館 海神６－３－３６ 604 0 

坪井公民館 坪井町１３７１ 665 0 

三山市民センター 三山８－１９－１ 593 0 

青少年会館 若松３－３－４ 712 0 

青少年センター 本町１－２３－７ 201 0 

武道センター 市場１－３－１ 869 0 

勤労市民センター 本町４－１９－６ 1,604 0 

総合体育館 習志野台７－５－１ 1,927 15,889 

天沼弁天池公園 本町７－１６ 0 1,926 

高根木戸近隣公園 高根台５－３－１ 0 3,411 

西船近隣公園 西船１－２５ 0 4,176 

夏見台近隣公園 夏見台２－１３ 0 1,523 

御滝公園 金杉６－２６ 0 12,813 
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名称 施設の所在地 
屋内収容

人員(人） 

屋外収容

人員(人） 

薬円台公園 薬円台４－２５－１９ 0 9,063 

北習志野近隣公園 習志野台３－４－１ 0 9,966 

坪井近隣公園 坪井町１３７１外 0 9,908 

法典公園 藤原５－９－１０ 0 11,379 

県立行田公園 行田２－５・行田３－５ 0 59,500 

県立船橋県民の森 大神保町１２９５ 22 72,980 

運動公園 夏見台６－４－１ 0 45,625 

地方卸売市場 市場１－８－１ 0 30,313 

合計 267,318 649,408 
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資料－１０ 危険物質等に関し市長が命ずることのできる措置一覧 

 

※ 下欄の１号、２号、３号は、それぞれ下記に掲げる措置を意味する。 

  １号：取扱所の全部又は一部の使用の一時停止又は制限 

  ２号：製造、引渡し、貯蔵、移動、運搬又は消費の一時禁止又は制限 

  ３号：所在場所の変更又はその廃棄 

 

※ 下欄の○は、国民保護法第１０３条第３項により当該措置の権限が与えられていることを意

味し、それ以外の記述は、当該措置の権限を与えている既存の個別法を意味する。 

 

措置の対象となる物質 市長が命じることができる措置 

物質の種類 区  分 １号 ２号 ３号 

消防法第 2 条第 7 項の

危険物(同法第 9 条の 4

の指定数量以上のもの

に限る｡) 

市域に設置される製造所、貯蔵

所若しくは取扱所（移送取扱所

を除く。）又は市域のみに設置

される移送取扱所において貯

蔵し、又は取り扱うもの 

消防法第

12条の 3 

○ ○ 

毒物及び劇物取締法第 2 

条第 1 項の毒物及び同

条第 2 項の劇物（同法

第 3 条第 3 項の毒物劇

物営業者、同法第 3 条

の 2 第 1 項の特定毒物

研究者並びに当該毒物

及び劇物を業務上取り

扱う者が取り扱うもの

に限る。） 

毒物及び劇物取締法第 4 条第

1 項の登録を市長から受けた

者が取り扱うもの 

○ ○ ○ 

備考 

この措置には、指定行政機関及び地方公共団体が事態対処法第 2 条第 7 号の対処措置の用

に供する危険物質等に係る措置を含まないものとする。 
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資料－１１ 千葉県避難マニュアルによる避難実施要領の例 

 

※「千葉県緊急対処事態及び武力攻撃事態避難マニュアル」より 

    「比較的時間的な余裕がある場合」と「突発的な攻撃の場合」から引用 

 

 

（比較的時間的な余裕がある場合） 

避難実施要領の例 

○○市長 

○月○日○時現在 

１ 事態の状況、避難の必要性 

 対策本部長は、Ａ市においてテロリストによる攻撃があり、さらに逃走したテロリストによる

攻撃の可能性があることを踏まえ、警報を発令し、○○市○○地区を要避難地域とする避難措置

の指示を行った・・。 

（対処基本方針、警報、避難措置の指示の内容等を踏まえて記載。） 

 

 知事は、別添の避難の指示を行った（避難の指示を添付。） 

・要避難地域及び避難住民の誘導の実施単位は、避難が必要な地域の住所を可能な限り明示する

とともに、自治会、町内会、事務所等、地域の実情に応じた適切な避難の実施単位を記載する。 

・具体的な被害が発生しているとの報告がない段階での避難を行うこともある。 

・警報で定められる法第４４条第２項第２号の地域（武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生

したと認められる地域）の設定状況に留意する。 

 

２ 避難誘導の方法 

（１）避難誘導の全般的方針 

 ○○市は、Ａ・Ｂ・Ｃ地区住民約 500名を本日 15:00を目途に各地区の一時避難施設であるＡ・

Ｂ・Ｃ公民館に集合させた後、本日 15:30 以降、市車両及び民間大型バスにより、○○市・○○

小学校へ避難させる。 

 この際、公民館までの避難は徒歩によるものとし、自家用車の使用は、避難に介護を必要とす

る者とその介護者に限定するものとする。 

 避難誘導の方法については、各現場においては、警察機関や自衛隊からの情報や助言により、

避難の方法については、適宜修正を行うものとする。このほか、事態の状況が大幅に変更し避難

措置の指示及び避難の指示の内容が変更した場合には、当該避難実施要領についても併せて修正

する。 

・避難先の住所、施設名、集合方法等は、できる限り具体的に記載する。 

・少しでも時間的な余裕がある場合における避難は、一時避難場所に徒歩により集まり、当該一

時避難場所からバス等で移動することが基本的な対応として考えられる。 

・自家用車の使用については、地域の特性を踏まえて、警察とあらかじめ調整しておくことが重

要である。 
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・中山間地域など公共交通機関が限られている地域などにおける住民の避難について、知事は、

避難の指示を行うに当たり、地理的条件や地域の交通事情などを勘案し、警察の意見を聴いた

上で、自家用車等を交通手段として示すことができる。 

 

（２）市町村の体制、職員派遣 

ア 市町村対策本部の設置 

  国からの指定を受けて、市長を長とする市町村対策本部を設置する。 

イ 市職員の現地派遣 

  市職員各２名をＡ・Ｂ・Ｃ公民館避難先の○○市・○○小学校に派遣する。 

  また、政府の現地対策本部が設置された場合には、連絡員を派遣する。 

ウ 避難経路における職員の配置 

  避難経路の要所において、連絡所を設置し、職員を配置して各種の問い合わせへの対応、連

絡調整を行う。 

  また、関係機関の協力を得て、緊急通行車両を配備する。連絡所においては、救護班等を設

置して、軽傷者や気分を害した者への対応、給水等を行う（配置については別途添付。） 

  また、各地区における避難の開始や終了等の状況の連絡を本部との間で行う。 

エ 現地調整所の設置等 

  現場における事態の状況の変化に迅速に対応できるよう、関係機関の情報を共有し、現場に

おける判断を迅速に行えるよう現地調整所を設ける。 

  また定時又は随時に会合を開き、関係機関の活動内容の調整及び確認を行う。 

・避難住民の避難誘導が迅速かつ円滑に行えるよう、関係市町村職員、消防職団員の配置及び担

当業務を明示するとともに、その連絡先等を記載する。 

・事態の変化に迅速に対応できるよう、関係機関（県、消防、警察機関、自衛隊等）からの情報

の共有や活動調整を行うために、現地調整所を設置し、又は職員を参画させる。 

 また、政府の現地対策本部が設置された場合には、当該本部に連絡員を派遣して、最新の状況

を入手して、避難実施要領を反映させる。 

・避難経路の要所、要所においては、関係機関の協力を得て、行政機関の保有する車両等を配置

して、円滑な避難誘導に努めることが重要である。 

 

（３）輸送手段 

ア 避難住民数、一時避難施設、輸送力の配分 

（ア）Ａ地区 

  約 200名、Ａ公民館、市保有車両×４ ○○バス２台 

（イ）Ｂ地区 

  約 200名、Ｂ公民館、○○バス×大型バス４台 

（ウ）Ｃ地区、 

  約 100名、Ｃ公民館、○○バス×大型バス２台 

（エ）その他 

イ 輸送開始時期・場所 
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  ○○日 15:30、Ａ・Ｂ・Ｃ公民館 

ウ 避難経路 

  国道○○号（予備として県道○○号及び○○号を使用） 

・バスや電車等の輸送手段の確保については、基本的には、県が行う。 

・避難経路については、交通規制を行う警察の意見を十分に聴いて決める。 

・夜間では、暗闇の中における視界の低下により人々の不安も一層高まる傾向にあることから、

避難誘導員が、避難経路の要所、要所において、夜間照明（投光器具、車のヘッドライト等）

を配備し、住民の不安をなくさせる。 

・冬期では、避難時における住民の衣類への注意を促すことや避難時の健康対策等を考慮した避

難計画の時間配分に留意する。 

 

（４）避難実施要領の住民への伝達 

ア 担当職員は、防災行政無線を用いて、対象地域の住民全般に避難実施要領の内容を伝達する。

その際、市町村広報車や消防車両等あらゆる手段を活用する。 

イ 上記と並行し、担当職員は、避難実施要領について、Ａ・Ｂ・Ｃ地区の自治会長、自主防災

組織のリーダー及び当該区域を管轄する消防団長、警察等にファックス等を送付し、住民への

伝達を依頼する。 

ウ 災害時要援護者等の事前登録者、避難支援者、社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関

係者、障害者団体等への伝達を行う。 

エ 近隣住人が相互に声を掛け合うように呼びかける。 

オ テレビ・ラジオ等の放送機関への放送を依頼する。 

カ 災害時要援護者については、一般の住民より避難に時間を要することから、避難支援プラン

に沿って、特に迅速な伝達を心がける。 

キ 外国人に対しては、やさしい日本語及び多言語での情報提供を行うとともに、国際交流協会

等の能力を活用し、語学に堪能な要員を窓口として配置する。 

・高齢者、障害者、乳幼児等、自ら避難することが困難な者の避難誘導を円滑に実施するために、

これらの者への対応方法を記載する。 

・要避難地域に残留者が出ないよう、残留者の確認方法を記載する。 

・国民保護法上、指定公共機関又は指定地方公共機関である放送事業者は、その業務計画で定め

るところにより、警報の内容、避難の指示の内容を放送することが義務付けられている。 

 避難実施要領については、放送事業者に対して任意の協力を求めることとなる。 

・都市部において、地域の社会的連帯が希薄な場合は、防災行政無線、テレビなどの手段に頼ら

ざるを得ない反面、少しでも隣人同士が相互に声を掛け合うことを呼びかけることが重要であ

る。 

・外国人については、各国の大使館・領事館による自国民の保護のための対応と並行して行うこ

ととなる。 

 なお、簡単な指示文について、いくつかの言語で表現したボードを用意し、活用することも考

えられる。 
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（５）一時避難場所への移動 

ア 一時避難場所への住民の避難は、健常者については、徒歩により行うこととする。 

  自家用車については、健常者は、使用しないよう周知する。 

イ 消防は、自治会・自主防災組織等の協力を得て住民の誘導を行う。 

ウ 自力避難困難者の避難 

  市は、自力避難困難者の避難を適切に行えるよう「災害時要援護者支援班」を設置し、「避難

支援プラン」に沿って、次の対応を行う。 

 ａ ○○病院の入院患者は、○○病院の車両又は救急車を利用して避難を実施する。 

 ｂ △△福祉老人施設入居者の避難は、市福祉協議会が対応する。 

 ｃ その他介護を必要とする者の避難は、自家用車等を使用できることとする。 

・県及び市町村は、災害時要援護者に対し優先的に避難誘導にあたるものとする。 

 また、自主防災組織や自治会ほか地域住民へも、福祉関係者と連携のもと、災害時要援護者の

避難誘導の円滑な実施への協力を要請する。 

・福祉関係部局を中心とした横断的な組織として「災害時要援護者支援班」を設置して、特に注

意した対応を念頭に置く。 

 

（６）避難の完了 

ア 市町村職員、消防職団員は、住民の協力を得て、戸別訪問により残留者の有無を確認する。

残留者については、本人の特別な理由がない限り、避難を行うよう説得を行う。 

イ 避難誘導は、17:30をもって終了する。 

・要避難地域に残留者が出ないよう、残留者の確認方法を記載する。 

・「正常化の偏見」を考慮すると、自然災害時以上に残留者への対応が必要になる可能性が高く、

必要な要員を確保するとともに、把握している情報をもとに丁寧な状況説明を行うこと等によ

り、残留者の説得を行わなければならない。 

 

（７）誘導に際しての留意点や職員の心得 

 市町村の職員、消防吏員は、誘導に当たっては、以下の点について留意すること。 

ア 住民は、恐怖心や不安感の中で避難を行うこととなるため、職員は、冷静沈着に、毅然たる

態度を保つこと。 

イ 市町村の誘導員は、防災活動服や腕章等により、誘導員であることの立場や役割を明確にし、

その活動に理解を求めること。 

ウ 誘導員は、混乱が予測される場合には、それに先立ち迅速な情報提供とパニックによる危険

性を警告し、冷静かつ秩序正しい行動を呼びかけること。 

エ 学校や事業所においては、原則として、避難先まで集団でまとまって行動するように呼びか

ける。 

・職員による避難誘導の活動に対する理解を得るためには、特に、都市部等の人的関係が希薄な

地域においては、防災服、腕章、旗、特殊標章などを必ず携行させることが重要である。 

 

（８）住民に周知する留意事項 
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ア 住民に対しては、近隣の住民に声をかけあうなど、相互に助け合って避難を行うよう促す。 

イ 消防団、自主防災組織、自治会長などの地域のリーダーは、毅然とした態度で誘導を行うよ

うお願いし、混乱の防止に努める。 

ウ 住民の携行品は、貴重品や最小限の着替えや日常品にして、円滑な行動に支障をきたさない

ように促す。 

エ 留守宅の戸締まり、金銭・貴重品、パスポートや運転免許証等の身分証明書、非常持ち出し

品を携行するよう促す。 

オ 服装や携行品等から不審者を見た場合には、市町村長、消防吏員、警察官、海上保安官に通

報するよう促す。 

・避難住民の誘導を円滑に実施できるような必要最低限の携行品、服装について記載する。 

・関係機関の協力を得て、行政機関の保有する車両等を配置して、円滑な避難誘導に努めること

が重要である。 

・法第９８条による発見者の通報義務（武力攻撃災害の兆候を発見した者は、遅滞なく、その旨

を（略）通報しなければならない。）について周知しておくことが必要である。 

 

（９）安全の確保 

 誘導を行う市町村の要員に対しては、二次被害を生じさせることがないよう、国の現地対策本

部や都道府県からの情報、市町村対策本部において集約した全ての最新の情報を提供する。必要

により、現地調整所を設けて、関係機関の現場での情報共有・活動調整を行う。 

 事態が沈静化していない地域やＮＢＣ等により汚染された地域は、専門的な装備等を有する他

の機関に要請する。 

 誘導を行う市町村の要員に対して、特殊標章を交付し、必ず携行させる。 

・国からの警報等による情報のほか、現地調整所において現場の情報を集約して、事態の変化に

迅速に対応できるようにすることが重要である。 

・特殊標章は、武力攻撃事態等における使用に限られるが、国際法上、民間防衛活動を行う要員

が攻撃対象とならないために重要である。 

 

３ 各部の役割 

  別に示す。 

 

４ 連絡・調整先 

ア バスの運行は、県総務部消防地震防災課及び警察本部と調整して行う。 

イ バス運転手、現地派遣の県職員、○○市職員との連絡要領は、別に示す。 

ウ 状況が変化した場合は、別に定める緊急連絡網により連絡する。 

エ 対策本部設置場所：○○市役場 

オ 現地調整所設置場所：○○ 

・避難誘導から離脱してしまった際の緊急連絡先等、問題が発生した際の緊急連絡先を記述する。 

 

５ 避難住民の受入・救援活動の支援 
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 避難先は、○○市○○小学校及び○○公民館とする。 

 当該施設に対して、職員を派遣して、避難住民の登録や安否確認を行うとともに、食料、飲料

水等の支給を行う。 

 その際、県及び○○市の支援を受ける。 
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（突発的な攻撃の場合） 

 

避難実施要領の例 

 

○○市長 

○年○月○日○時現在 

１ 事態の状況 

 ○○日○時○分に○○地区で発生した攻撃は、テロリストの抵抗等により、引き続き、○○

地域で戦闘が継続している状況にある（○○日○時現在。） 

 

２ 避難誘導の全般的方針 

 ○○地区に所在する者に対しては、最終的に、当該地区から早急に避難できるよう、警報の

内容や事態の状況等について、防災行政無線等により即座に伝達する。 

 

 テロリストの行動に関する情報について正確な情報が入手できない場合には、外で移動する

よりも屋内に溜まる方が不要の攻撃に巻き込まれるおそれが少ないと判断し、屋内に一時的に

退避させる。 

 テロリストによる攻撃が、当該地域において一時又は最終的に収束した場合には、警察や自

衛隊と連絡調整の上、速やかに域外に避難させる。 

 その際、国からの警報等以外にも、戦闘地域周辺で活動する現場の警察官や自衛官からの情

報をもとに、屋内避難又は移動による避難を決定する。 

 新たな爆発等の具体的な攻撃に関する情報が国から出された場合には、別途、その内容を伝

達する。 

（※）テロリスト等による攻撃に伴う避難は、攻撃への排除活動と並行して行われることが多い

ことから、警報の内容等とともに、現場における警察や自衛隊からの情報や助言等を踏まえ

て、最終的には、住民を攻撃の区域外に避難させる。 

（※）戦闘が行われる地域に所在する住民については、事態の状況が沈静化するまで、一時的に

屋内に避難させ、局地的な事態の沈静化の状況を踏まえて順次退避させる。 

   その際、戦闘地域周辺においては、自衛隊や警察による支援を受けながら避難させる。 

（※）屋内避難は、次のときに行う。 

①ＮＢＣ攻撃と判断されるような場合において、住民が何ら防護手段なく移動するよりも、

屋内の外気から接触が少ない場所に溜まる方がより危険性が少ないと考えられるとき 

  ②テロリストが隠密に行動し、その行動の実態等についての情報がない場合において、屋外

で移動するよりも屋内に留まる方が不要の攻撃に巻き込まれるおそれが少ないと考えられ

るとき 

 

３ 避難の方法（状況の変化とともに、逐次修正） 

○○時現在 
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 ○○地区については、○○道路を避難経路として、健常者は徒歩により避難する。自力歩行

困難者は・・・・、 

 ○○地区については、事態が沈静化するまで、当面の間、屋内避難を継続する。 

（※）避難の方法については、警報の内容等以外にも、現場で活動する警察、自衛隊の意見を聴

いた上で決定することが必要である。 

（※）現地調整所で、警察、自衛隊等の情報を集約して、最新の事態に応じた避難方法を決定す

る。 

 

４ 負傷者への対応 

 住民に死亡・負傷者が発生した場合には、○○地点の救護所、○○病院に誘導し、又は搬送

する。ＮＢＣ攻撃による負傷の場合には、○○地点に救護所、○○病院に誘導し、又は搬送す

る。この場合は、防護用の資機材を有する専門的な職員に、汚染地域からの護送を要請する。 

 また、県や医療機関によるＤＭＡＴが編成される場合は、その連携を確保する。 

（※）ＤＭＡＴ（Ｄisaster Ｍedical Ａssistance Ｔeam：災害派遣医療チーム）は、医療機関

との連携により、緊急医療活動を行う。 

 

５ 安全の確保 

 誘導を行う市町村の要員に対しては、二次被害を生じさせることがないよう、現地対策本部

等、都道府県からの情報、市町村対策本部において集約した全ての最新の情報を提供する。 

 事態が沈静化していない地域やＮＢＣ等により汚染された地域は、専門的な装備を有する他

機関に要請する。 

 誘導を行う市町村の要員に対して、特殊標章を交付し、必ず携帯させる。 

 

 

 

 

 

 

 

  



66 

 

資料－１２ 用語集 

 

 

 

 

 

あ 

 

■ NBC 

「Nuclear」（核）、「Biological」（生物）、「Chemical」（化学）の総称です。 

 

■ LGWAN（総合行政ネットワーク） 

地方公共団体の組織内ネットワーク（庁内 LAN）を相互に接続し、地方公共団体間のコミュニ

ケーションの円滑化、情報の共有による情報の高度利用を図ることを目的とする、高度なセキュ

リティを維持した行政専用のネットワークのこと。 

 

 

か 

 

■ 危険物質等 

引火若しくは爆発又は空気中への飛散若しくは周辺地域への流出により人の生命、身体又は財

産に対する危険が生ずるおそれがある物質（生物を含む。）で、政令で定めるものをいいます。 

 

■ 基本指針 

政府が、武力攻撃事態等に備えて、国民の保護のための措置に関してあらかじめ定める基本的

な指針のこと。指定行政機関及び都道府県が定める国民保護計画並びに指定公共機関が定める業

務計画の基本となるもので、市の国民保護計画は、千葉県の計画に基づいて作成されます。 

 

■ 緊急対処事態 

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が

発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態で、国家として緊急に対処するこ

とが必要な事態のこと。 

 

■ 緊急対処保護措置 

緊急対処事態において、対処基本方針が定められてから廃止されるまでの間に、指定行政機関、

地方公共団体又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関が、法律の規定に基づいて実施する国

民の安全確保等に係る措置のこと。市町村においては、法第１７８条に措置義務が定められてい

る。具体的な措置の内容は国民保護措置に準じる。 

用 語 集 （５０音順） 
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■ 国際人道法 

武力紛争という敵・味方に分かれて戦っている極限的な状態においても、お互いが最低限守る

べき人道上のルールを定めたもので、主要な条約として、ジュネーヴ条約と追加議定書がありま

す。 

 

■ 国民保護措置 

対処基本方針（武力攻撃事態等に至ったときに政府がその対処に関して定める基本的な方針）

が定められてから廃止されるまでの間に、武力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するた

め、又は武力攻撃が国民生活及び国民経済に影響を及ぼす場合においてその影響が最小となるよ

うにするための住民の避難、避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処に関する措置等のこと。 

 

■ 国民保護法 

法律の正式名称は、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」です。平

成 16年 6月 14日に成立し、同年 9月 17日に施行されました。武力攻撃事態等において武力攻撃

から国民の生命・身体・財産を保護するため、国や地方公共団体等の責務、住民の避難に関する

措置、避難住民等の救援に関する措置、武力攻撃災害への対処に関する措置及びその他の国民保

護措置等に関し必要な事項を定めています。武力攻撃事態等に備えてあらかじめ政府が定める国

民の保護に関する基本指針、地方公共団体が作成する国民保護計画及び同計画を審議する国民保

護協議会並びに指定公共機関及び指定地方公共機関が作成する国民保護業務計画などについても

この法律において規定されています。 

 

■ 国民保護計画 

政府が定める国民の保護に関する基本指針に基づいて、地方公共団体及び指定行政機関が作成

する計画です。国民の保護のための措置を行う実施体制、住民の避難や救援などに関する事項、

平素において備えておくべき物資や訓練等に関する事項などを定めます。地方公共団体の計画の

作成や変更に当たっては、関係機関の代表者等で構成される国民保護協議会に諮問するとともに、

市は県知事に協議することになっています。 

 

■ 国民保護業務計画 

指定公共機関が国民の保護に関する基本指針に、指定地方公共機関が都道府県の国民保護計画

にそれぞれ基づいて作成される計画です。自らが実施する国民の保護のための措置の内容と実施

方法、国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項、関係機関との連携に関する

事項などについて定められています。 

 

 

さ 

 

■ 災害対策基本法 
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国土をはじめ国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地方公共

団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立するとともに防災計画など災害対策の基本

を定めた法律です。 

 

■ J-ALERT（全国瞬時警報システム） 

津波警報、気象警報、武力攻撃の警報等の即時対応が必要な情報を、防災行政無線を用い、全

住民に瞬時かつ一斉に伝達するシステムのこと。 

 

■ 指定行政機関 

内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防庁、法務省、公安調査庁、

外務省、財務省、国税庁、文部科学省、スポーツ庁、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、

水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、国土交通省、国土地理院、観光庁、気象

庁、海上保安庁、環境省、原子力規制委員会、防衛省、防衛装備庁が指定されています。 

 

■ 指定公共機関 

独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、

輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、政令及び内閣総理大臣公示で指定されています。 

 

■ 指定地方公共機関 

都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業を営む法人、地方

道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意

見を聴いて当該都道府県の知事が指定するものをいいます。 

 

■ 自主防災組織 

大規模災害等の発生による被害を防止し、軽減するために地域住民が連帯し、協力し合って「自

らのまちは自ら守る」という精神により、効果的な防災活動を実施することを目的に結成された

組織をいいます。 

 

■ ジュネーヴ諸条約及び第１追加議定書 

ジュネーヴ条約は、武力紛争が生じた場合に、傷者、病者、難船者及び捕虜、これらの者の救

済にあたる衛生要員及び宗教要員並びに文民を保護することによって、武力紛争による被害をで

きる限り軽減することを目的とした以下の 4条約の総称です。 

・陸上の傷病兵の保護に関する第１条約 

・海上の傷病兵・難船者の保護に関する第２条約 

・捕虜の待遇に関する第３条約 

・文民の保護に関する第４条約 

また、第２次世界大戦後の植民地独立の動き、軍事技術の発展などにより、武力紛争の形態が

多様化したことに対応するため、ジュネーヴ条約を補完・拡充するジュネーヴ条約追加議定書が

作成されました。第１追加議定書は、締約国間に生じる国際的な武力紛争や占領の事態に適用さ
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れます。 

 

■ 生活関連等施設 

発電所、浄水施設、危険物の貯蔵施設など国民生活に関連のある施設で、その安全を確保しな

ければ国民生活に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められる施設又はその安全を確保しなけ

れば周辺地域に著しい被害を生じさせるおそれがあると認められる施設をいいます。 

 

 

た 

 

■ 特殊標章 

国民保護措置に係る職務、業務又は協力を行う者及びこれらの者が行う職務等に使用される場

所若しくは車両、船舶、航空機等を識別するために使用される標章のことをいいます。また、こ

の標章は、ジュネーヴ諸条約及び第一追加議定書の規定に従って保護されます。 

 

 

は 

 

■ 避難実施要領 

避難の指示を受けた市長が、関係機関の意見を聴いて、避難の経路、避難の手段その他避難の

方法などに関して定める要領です。 

 

■ 武力攻撃 

我が国に対する外部からの武力攻撃をいいます。 

 

■ 武力攻撃災害 

武力攻撃により直接又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その

他の人的又は物的災害のことをいいます。なお、本計画においては、武力攻撃災害及び緊急対処

事態における災害を武力攻撃災害等といいます。 

 

■ 武力攻撃事態 

武力攻撃が発生した事態又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至

った事態をいいます。 

 

■ 武力攻撃予測事態 

武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態をいい

ます。なお、武力攻撃事態対処法において、武力攻撃事態と武力攻撃予測事態をあわせて「武力

攻撃事態等」と定義しています。 
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■ 武力攻撃事態対処法 

法律の正式名称は、「武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確

保に関する法律※」です。平成 15 年 6 月 6 日に成立し、同月 13 日に施行されました。武力攻撃

事態等（武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態）への対処について、基本理念、国・地方公共団体

等の責務、国民の協力その他の基本となる事項、武力攻撃事態への対処に関して必要となる法制

の整備に関する事項などが定められています。 

 

※平成２７年９月に成立した平和安全法制整備法により、「武力攻撃事態等及び存立危機事態にお

ける我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律」と改称 


